




















住みよい地域社会の実現に向けた、地域の課題解決や活性化を目的とする、計画的かつ継続可能な取組で、新たに

チャレンジする事業。

『 地 域 の コ ミ ュ ニ テ ィ づ く り 』 、 『 地 域 の 特 性 を 活 か し た ま ち づ く り 』 、 『 生 活 環 境 の 向 上 』

『 文 化 ・ ス ポ ー ツ ・ 生 涯 学 習 の 振 興 』 、 『 健 康 ・ 福 祉 の 向 上 』 、 『 安 全 ・ 安 心 な 地 域 づ く り 』など

※ 令和４年度から新たに取り組む事業であれば、既存の団体でも対象となります。

※ 補助金交付終了後も事業継続が可能な、将来的には自走化を見据えた事業が対象となります。

※ ただし、既存事業又は他の制度から補助金等の交付を受けている事業は、補助対象事業から除くものとします。

補助金の交付を受けることができる団体等は、次のいずれかに当てはまることが条件です。

(１) 町内に事業所を有する社会福祉法人、特定非営利活動法人及び医療法人

(2) 地域の団体、グループ等（５人以上で過半数が町内に在住、在勤していること。）

(3) 行政連絡区（班）などの自治組織

(4) 大学、高等学校等の学生で構成されたグループ

※ ただし、営利活動、宗教活動、政治活動又は選挙活動を行う団体等については、補助対象者から除くものとします。

補助金の交付は、１補助対象団体につき一つの年度において１回限りとし、同一事業を継続する場合の補助対象期間は、

５年度を限度とします。

【補助金の額】

(1) 補助対象期間中における交付限度額 120万円

(2) 一つの年度における交付限額度額 50万円

※ 予算の範囲内で交付するため、申請された金額から減額することもあります。

１ 募 集 テ ー マ

２ 補 助 対 象 者

３ 補 助 内 容

町では、人口減少社会において未来へつながる“持続可能なまちづくり”を推進するため、課題解決に主体的に取り

組む団体等を支援する事業として「元気なまちづくりチャレンジ支援事業補助金」を交付しています。

住民の主体的な地域づくりを支援するとともに、協働によるまちづくりを推進するため、地域課題の解決や地域活性

化に向け協働で取り組む、自主的・自立的・公益性のある活動に要する経費に対し、補助金の交付を行うものです。

地域に対する愛情を持ち、地域を自分たちの力でより良いものにするため、持続的かつ主体的に取り組む団体等を募

集します。

皆さんの知識、経験、発想を活かした、アイディアあふれる企画をお待ちしています。



【対象経費】

※ ただし、団体等の運営に要する経費や、参加者から徴収することが妥当である経費、公的資金の使途として社会通念上

不適切であると判断される経費は補助金の対象から除きます。

応募締切期日までに、次の書類を まちづくり課へ提出してください。

【提出書類】

(1) 補助金等交付申請書

(2) 事業計画書（様式第１号）

(3) 事業収支予算書（様式第２号）

(4) その他補助金の交付に関し参考となる書類（事業内容の詳細、予算の根拠資料、団体の構成員名簿 など。）

※ 提出書類は、町ホームページからダウンロードいただくか、まちづくり課にて入手してください。

【応募締切】 令和４年５月31日（火）

(1) 大子町元気なまちづくりチャレンジ支援事業補助金審査運営委員会において、応募内容の書類審査を行い、審査

結 果に基づいて町長が交付決定します。

(2) 採択された事業について、審査運営委員会において進捗管理し、必要に応じて助言等を行います。

(3) ２年目以降継続して事業を実施する場合は、毎年度交付申請手続をしていただく必要があります。

基本的には、実績報告後に補助金額を確定し支払いとなりますが、事業の性質上必要と認める場合は、前払いとして交

付を受けることができます。

※ 前払いで交付を受けた場合、実績報告時において交付された補助金に残額が生じた場合は、残金分を返還することになり

ます。

事業終了後、速やかに以下の書類をご提出いただきます。

【提出書類】

(1) 補助事業等実績報告書

(2) 事業報告書（様式第３号）

(3) 事業収支決算書（様式第４号）

(4) その他補助金の実績に関し参考となる書類

大子町役場 まちづくり課 〒３１９－３５２６ 大子町大字大子８６６番地

電話番号 ０２９５－７２－１１３１（直通） ／ メールアドレス machi＠town.daigo.lg..jp

費 目 内 容

(1) 人件費 ※ 総事業費の２５％の金額を限度とする。

(2) 謝礼及び旅費 外部講師又は指導者等に対する謝金及び交通費 ※適正な金額とすること。

(3) 購入費 燃料、資材等

(4) 使用料 会場使用料等

(5) 賃借料 車両及び機材のリース等

(6) 印刷費 広報用チラシ・ポスター、活動書類の印刷代

(7) 保険料 構成員及びイベント参加者等に対する損害保険料

(8) 研修費 構成員が参加する講習会、研修等の負担金

４ 応 募 方 法

５ 審査、交付決定及び進捗管理

６ 補助金の支払い

７ 実 績 報 告

８ 提出先及び問合せ先

記載内容や予算書の書き方、本事業の趣旨にあった事業であるかなど、分か

らない点がありましたら、まちづくり課へご相談ください！


















